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中 小 企 業 に お け る

環 境 マ ネ ジメ ント シ ス テ ム 導 入 方策

佐々木 雅 一

（資 源 リ サ イ ク ル シ ス テ ム セ ン タ ー）

は じ め に

２１世紀は 「環 境の世紀」 と 言わ れるように、 近年、 地球上の生物・生態系を取り巻く環境

の 変 化 が、 急 速 に 顕 在 化 し て き て い る。

こ れ は、 地 球 と い う も の の サ イ ズ が・ 従 来・ 我 々 の 感 覚 的 な 規 定 の 中 で は 十 分 に 大 き く・ 環

境変化に対応可 能な 緩衝能があると考えられていた ものが、 近 年のエネルギー消費の下で は、

実 は こ の 緩 衝 能 が 意 外 に 小 さ く、 か つ、 も ろ い も の で あ り、 既 に そ の 緩 衝 能 が 十 分 に は 機 能 し

な く な っ て き て い る と い う こ と が、 実 証 さ れ は じ め た こ と に ほ か な ら な い。

さらに、 人工的に作り 出さ れた多く の合成化学物質は・ 急性の毒性や 発ガン性を示さないも

のであったとしても、 それ らが生 態系 に及ぼす全ての影響が解明された上で 使用 されていると

は 言 え な い、 と い う こ と も 徐 々 に 明 ら か に さ れ つ つ あ 私

こうしたことの結果と して、 我々 は、 自分たちの生存の危機を感知 し、 自分たち の手で環境

の修復を開始せ ざるを得な い状況に立ち 至っている、 というのが２１世紀を目 前にした人類の

状 況 で あ り、 こ こ に お い て 「環 境 の 世 紀」 と い う ス ロ ー ガ ン を 掲 げ ざ る を 得 な い 必 然 性 が あ る。

この よう な状況の中で、 環境汚染の第一義 的な 発生原因者であるとして、 各種の産業、 とり

わ け製 造業 に対して環境保全への対応を求める圧力 が大きく なった。 その結果、 環境保全 型企

業 で あ る こ と を 証 明 し、 そ れ を 国 際 的 に 認 証 す る シ ス テ ム が・ 西 ヨ ー ロ ッ
パ 諸 国 を 中 心 に 提 起

さ れ、 国 際 標 準 化 機 構 （以 下、 ＩＳＯ と 略 記） の 中 で、 １９９２ 年 以 来 検 討 が 続 け ら れ た 結 果、

１９９６ 年９月 に 企業に対す る 「環境マネ ジメ ントシス テム」 の導入手１順と認証 方法 が定め られ

た。 こ れ は 同 時 に、 日 本 工 業 規 格 （ＪＩＳ） に 置 き 換 え ら れ、 Ｊ
ＩＳ Ｑ １４０００ シ リ ー ズ と し て、 同 年

１０ 月 に 発 効 さ れ た。

こ の 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム は、 企 業 が 従 来 実 施 し て い た 環 境 保 全 対 策 の 発 想 と は 異 な り、

法規制対応のみな らず、 企業 に自主的・継続的改善をも求めており、 一旦は認証を取得したと

しても、 継続的改善への努力 が十 分行われていなければ再認証が獲得 できない恐れがあるとさ
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れており、 今後は、 環
境保全を重視しない企業との間に、 市場 での 競争 優位 性を際だたせ、 明

確な 差別 化を もたらし得る可能性を秘めてい 孔

今 回、 中 小 企 業 に
お け る ＩＳＯ １４００１ （ＪＩＳ Ｑ １４００１） 認 証 取 得 の 実 際 事 例 と 係 わ る こ と が で き

たの で、 具 体的
な 認証取得の事例を報告する。

８０７０
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１． ＩＳＯ１４０００ シ リ ー ズと 中 小 企 業

１－１ ＩＳＯ １４００１ の 取 得 状 況

ＩＳＯ １４０００ シ リ ー ズ の 国 内 へ の 展 開 と し て、 ＪＩＳ Ｑ １４０００ シ リ ー ズ が 制 定 さ れ、 早 く も １ 年

以 上 が 経 過 し れ こ の 間・ ＩＳＯ １４００１ （ＪＩＳ Ｑ １４００１） の 「環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム」 構 築 に

対 し、 認証を取得 した事業 所の 数は平成９年１２月末 には６００を越え、 さらに本年３月末に は

８６０事業 所を 越え るなど、 海外に事業展開 をしている電気・電子機器産業の大企業を中心に、

ＩＳＯ 認 証 取 得 へ の 動 き が 急 速 に 高 ま り つ つ あ る （図 １、 図 ２）。

しか も、 認証を取得した業種も、 製造業を はじめとして、 建設業・流通業さらには産業廃棄

物処理 業等へと広がりを見せ、 企業規模で 見て も、 大企業のみならず中堅・中小企業において

も、 徐 々 に で は あ る が 認 証 取 得 の 動 き が 現 れ て き て い る （図 ２）。

１－２ 中小企業におけるＩＳ０１４００１認証取得 を取 り巻く周 辺状況

中 堅 ・ 中 小 の 製 造 業 等 に お い て、 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム を 企 業 運 営 に 導 入 し て い る 状 況

にっいて、 近畿通商産業局では、 １９９６ 年の年頭に同局管内の従業員５０人以上５００人未満の製

造 業 １，ＯＯＯ 社 に 対 し て、 「環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム 導 入 に 対 す る 考 え 方」 の ア ン ケ ー ト 調 査

を 実 施 し た と こ ろ、 そ の 時 点 で は、 「既 に 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム の 導 入 と 取 り 組 ん で い る」、

「導入を準備中」 と答えた中堅・中小製造業 は回答企業の３％で、 「導入を検討中」 という回答

を 合 わ せ て も １６％ に と ど ま っ て お り、 一 方、 「内 容 を よ く 知 ら な い」 と 答 え た 企 業 は ３６％ に

ガ ス 業
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図 ２ 業 種 別 認 証 取 得 事 業 所 比 率
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も 達 し て い た。

ア ン ケ ー ト 実 施 後 の こ の ２ 年 間 に、 こ の 結 果 が 急 速 に 改 善 さ れ て い る こ と は 想 像 に 難 く
な い

た め、 同 通 産 局 で は 本 年 ３ 月 に フ ォ ロ
ー ア ッ プ の た め の ア ン ケ ー ト 調 査 を 行 っ て お り、 こ の 結

果も機会があれば報告を したいと考え ている。

２ 年 前 の ア ン ケ ー ト 調 査 で は、
「環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 導 入 時 の コ ス ト 負 担」、

「人 材 の

確保・育成」、「導入ノウハウ・情報の
入手」 な どを今後の課題と して挙 げる企業が多く、 導

入

に要する経費負担や、 人的余力
が不十分な ことが導人への障害となっていることがうか がえ た。

こ の 点 に つ い て は、 ヨ ー ロ ッ
パ 諸 国 で 実 施 し て い る よ う な 中 小 企 業 に 対 す る 環 境 マ ネ ジ メ ン ト

シ ス テ ム 導 入 に 係 る コ ン サ ル テ ィ ン グ 費 用 の 公 的 補 助 を 行 う こ と 等 の、 ソ フ ト 面 で の 支 援 策 が

必 要 と 考 え ら れ た。

その結果、 通商産 業省では平成
１０年 度予 算枠より、 公 的金融機関 （中小企業金融公庫・国

民金融公庫） の融資枠に、 従来
の 「環境対策設備投 資」 に対する融資と並んで、 「Ｉ

ＳＯ 認証取

得関連資金」 への低利融資を盛り込 むこととなった。 これは、 従来この種の融資が設備・機器

投 資 に 限 定 し て 行 わ れ る こ と が 多 か っ た の と 比 べ る と、 無 形 資 産、 も し く は コ ン サ
ル テ ィ ン グ

費用 等のソフト面への融資という画期 的な 側面を持っており、 今後、 融資内容の
一層の 充実 に

よっては、 中小企業の環
境マネ ジメ ントシステム導入に際して利用性が増すこと も期待され 乱

同 様 の 支 援 の 動 き は、 自 治 体 で は さ ら に 活 発 化 し て き て お り、 コ ン サ ル テ ィ ン
グ 費 用 な ど に

対して、 東京都
は９８年 度予 算で、 １Ｏ社を対象に１社当たり１

３０万円の補助金 を設 定し、 兵庫

県尼崎市は上限２００万円までの補助、 同県伊丹市も１社２０ 万円
を補助する計画であ 孔

し か し、 前 述 し た 課 題 の う ち、 資 金 や 人 材 面 で の 支 援 等
が あ っ た と し て も、 な お、 環 境 マ ネ

ジ メ ン ト シ ス テ ム の 導 入 に 関 す る 情 報 や ノ ウ ハ ウ の 不 足 と い っ た 間 題 が 障 害 と な っ て、 シ ス テ

ム 導 入 に 踏 み 切 れ な い 中 堅 ・ 中 小 企 業 も 少 な く な い と 考 え ら れ る。

２
． 中
小 企 業 で の ＩＳＯ 認 証 取 得の 意 義

２－１ 中小企業での認証取得の課題

前述 したように、 ＩＳＯ１４００１ の認 証取 得は、 企業の自由意志で企業自身
が環境保全型経営 を

目指すことを表明する ものであり、 そ のために環境負荷を逐次軽
減 してゆく企業内 の組織と 文

書体系を整備 し、 事業所 としての 「環境方針」、「環境目的・目標」、
「環境マネ ジメ ントプロ グ

ラ ム （行 動 計 画）」 を 策 定 す る。 さ ら に、 こ の プ ロ グ ラ
ム に 沿 っ て 実 施 し た 結 果 を 監 査 し、 改

善点や方針・目的・ 目標 等の 見直しを行い、 新たな 「環境方針」、 ｒ環境目 的・ 目標」、 「環境 マ

ネ ジ メ ン ト プ ロ グ ラ ム」 が 策 定 さ れ る。 こ う し て、 継 続 的 に 改 善 を 図 る こ と が 可 能 と な る （図

３）
。

図３に示 した環境マネ ジメ ントシステムの考え方の概念図を見れ ば、 経営管 理の常套手段 で
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継続 的 改善

環 境 方 針

経 営 層 に よ る 見 直 し

計 画

点 検 及 ぴ 是 正 処 置 実 施及 ぴ 運用

図 ３ １ＳＯ１４００１ の 概 念 図

あ る ＰＬＡＮ － ＤＯ － ＣＨＥＣＫ － ＡＣＴＩＯＮ の 形 式 を 援 用 し て お り、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム そ

れ自体は企業にとって特段の違和感を与える ものとは考えられない。 しか し、 中小企業にとっ

て、 環境保
全 への 投資はそ れ自身が価値を生み出さないだけでなく、 「後ろ 向き投資」 と捉え

ら れ が ち で あ り、
そ の 点 で 経 営 ト ッ プ を 理 解 さ せ る だ け の 強 い イ ン パ ク ト が な い 限 り、 認 証 取

得 へ と 向 か い 難 い も の で あ る こ と は 間 違 い な い。

こ の よ う に、 中 小 企 業 に と っ て の 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム 導 入 は・ 海 外 に 事 業 展 開 し て い

る 大 企 業 が 市 場 で の 優 位 性 の 確 保、 な い し は、 ポ
ジ シ ョ ン の 保 全 の た め に も、 積 極 的 に 取 り 組

む の と は ま た 違 っ た 意 味 合 い を 持 っ て い る と 言 わ ざ る を 得 な い。 こ こ に・ 中 小
企 業 が ＩＳＯ の

認証取得に踏み切れない原因があると考え られる。

そ こ で、 中 小 企 業 が ＩＳＯ １４００１ の 認 証 取 得 に 踏 み
切 る 上 で の 課 題 を 整 理 す る と、 次 の よ う に

考 え ら れ る。

① 自社の環境保全への取り組み 自体 が・ 大幅に立ち後れている

このケースでは、 現状で事業所の排水 や騒 音等が既存の法体系に違反 している恐れ があ

る か、 も し く は、 施 設
規 模 等 の 条 件 に よ り 法 規 制 外 で あ る た め 放 置 さ れ て い る、 と い っ た

こ と が 考 え ら れ、 環
境 マ ネ ジメ ン ト シ ス テ ム を 導 入 す る に は、 そ の 段 階 で 防 除 設 備 等 へ の

投 資 が 大 き く な る た め、 当 面 は 現 状 維 持 の ま ま で 操 業 せ ざ る を 得 な い ケ ー ス で あ る。 こ の
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場 合 に は、 導 入 の 機 会 も 与 え 難 い こ と に な る。

② 事業所は環境関連法規制をクリア しており、 経 営者はそれ以
上の環境保全に向けた企業

努力 には消極的である

このケースは、 環境保
全面で現状を維持 していれぱ特段の問題はなく、 環境間題は業界

や 地 域 と い っ た 企 業 群 の 中 で 横 並 び に 進 め て ゆ げ ば よ い、 と い っ た、 経 営 者 に と っ て 積 極

的 メ リ ッ ト が 見 え な い も の に 対 し て 消 極 的 な 対 応 と な っ て し ま う 場 合 で あ り、 実 は こ の

ケース が中小企業で最も一般的な反応だと考え られる。

この ケー スでは、 社内の環境関係の担当者
が環境マ ネジメ ントシステム導入の必要性を

感 じて いて も、 経営者を積極的に説得するた
めの 材料 を揃えることが困難で、 導入が見送

ら れ る こ と に な り が ち で あ る。

③ 経営者 も情報 は有しているが、 資
金・人材等の面で 導入が困難だと考えている

このケース では・ 経営者が取引先企業や銀行等
か ら提供さ れる情報によって、 環境問題

や 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム と い っ た も の の 動 向 に 一 定 程 度 の 情 報 と 興 味 を 有 し て い る。

し か し、 自 社 の 現 状 を 評 価
し た 場 合 に、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム を 導 入 す る こ と の 積 極

的 な メ リ ッ ト が 見 出 せ ず、 ま た 資 金 難 ・ 人 材 難 と い っ た 一 般 的 な 理 由 に よ っ て 自 身 を 納 得

さ せ て、 導 入 を 先 送 り に す る ケ ー ス で あ る。

どち らかといえ ば若く て意欲的な経営者が、 一度 は取り 組み を考えては見るものの、 周

囲 の 状 況 か ら 断 念 す る こ と も あ る ケ ー ス で あ る。

④ 企業規模が小さい 等、 導入に際しての負荷が企業にとっ て過 大である

こ の ケ ー ス は、 経 営 者 が 導 人 に 関 す る メ リ ッ ト を 理 解 し、 実 際 に 導 入 を 考 え、 担 当 者 等

にセミナーな どで情報を 積極 的に収集させた結果、 自社の企業規模や資
金面では、 環境マ

ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 構 築 に 必 要 と な る 人 的 な 負 荷 や、 外 部 コ ン サ ル タ ン ト
や 認 証 取 得 の た

めの審査費用といっ た社外流 出費用 が過大となり、 断念せ
ざるを得ない ケー スである。

こ の ケ ー ス は、 低 利 融 資 や 公 的
な 補 助 金 の 受 け 入 れ、 外 部 コ ン サ ル タ ン ト 等 の 人 材 の 利

用 を図っても、 企業体力 の面 で支えきれないと経営者が判断する場 合であり、 経 営者がこ

の判断を変更 して導入を決意する ためには、 より一層の公的な支援 が開始さ れる のを待つ

か
、 所 与

の 条 件 を 押 し 切 っ て ま で 決 意 で き る メ リ ッ ト を 外 部 か ら 提 示 で き る か に 依 っ て い

る
。

２－２ 中小企業が 認証を取得することの意義づ け

前 節 で、 中 小 企 業 が 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム の 認 証 を 取 得 す る 際 に 課 題 と な る 点 を、

と り

わ け企業の置かれている状況を評価軸 として整理した。

こ こ で 明 ら か と な っ た こ と は、 中 小 企 業
が 現 在 置 か れ て い る 状 況 の 下 で は、 環 境 マ ネ ジ メ ン

ト シ ス テ ム 導 入 と い う テ ー マ で の 特 別 な 課 題 で は な く、 中 小 企 業 が 事 業 運 営 を 行 っ て い く 時 に、
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様々な局面で 考え られる課題とほとんど重なり合うような 内容だということである。

中小企業である以上、 従業員数は大企業と比べて相対的 に少なく なり、 特別なテーマに多く

の人数を割くの は困難 だろうし、 環境法規制を上回った自主 的努力 を行えば良いのはわかって

いるが、 環境保全のた
めの 設備 投資等への資金的余力が少な いことや、 環境マネ

ジメ ントシス

テム構築で も、 大企業 なら自社 内の人材で行えるのに比 して、 人材 や惰 報の不足から外部の支

援が必要になり、 その経費 が外 部流出費用と して発生 して しまう、 といった様
々 な問題は、 中

小企業において は、 新 商晶 開発 や製造工程の更新・合理化といっ た場合にも、 似たような課題

と し て 発 生 し て い る だ ろ う。

そ う し た 様 々 な 課 題 を 内 在 さ せ な が ら も、 な お、 そ れ を 乗 り 越 え て 中 小 企 業 が ＩＳＯ １４００１ の

認証を取得 しようとするの は、 大変な困難を伴う事業となるこ とは想像に難く ない。 しかし、

そう してまで認証取得 に踏 み切 るには、 導人の過程を通 して様々なメリ ットが得られるからに

他 な ら な い。

で は、 中 小 企 業 が ＩＳＯ １４００１ の 認 証 取 得 に 踏 み 切 る こ と の 意 義 は、 ど の よ う な 点 に あ る か を

考 え て み る。

表 １ に 示 し た ＥＭ Ｓ （環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム） 導 入 目 的 チ ェ ッ ク シ ー ト は、 昨 年 秋 に 認

証を取得 した東洋スクリー ンエ 業株式会社 （本社； 大阪府八 尾市、 資本金；２，４００万円、 従業

員数； 約８０名） が、 自社が認証取得に向けて踏み出す に至った経緯を検証 し、 同社と同様の

表 １ ＥＭＳ 導 入 目 的チ ェ ッ ク シ ー ト

出 典； 束 洋 ス ク リ ー ン エ 業 株 式 会 社 内 部 資 料

チ ェ ッ ク 項 目 Ｙｅｓ ？ Ｎｏ

１ 企 業 と し て 環 境 問 題 に 対 応 す る こ と は、 社 会 的 責 任 と し て 当 然 の こ と。 ◎

２ 地 域社 会 と 良 好 な 関 係 を 保 っ。 Ｏ

３ 環 境規 制 に対 し ての リス ク 回避、 賠償 責 任の 限定 化 や妥 当 な コス ト で保 険を 取 得で き る。 Ｏ

４ こ れか ら の消 費 者 二 一 ズ に 対 し て、 企 業 の 事 前 対 応 と して 考 え ら れ る。 ○

５ 親 会社、 取引 先 か ら の 要 請 が あ る、 又 は そ の 方 向 に あ る。 ○

６ 取 引 先 に 海外 企 業 が 多 い。 ○

７ 企 業 イ メ ー ジ の 向 上 に よ り
、
ビ ジ ネ ス チ ャ ン ス が 拡 大 す る。 ○

８ 企 業 イ メ ー ジ の 向 上 に よ り、 リ ク ル ー ト に 役 立 て られ る。 Ｏ

９ 企 業と し て生 き 残 る た め。 ○

１Ｏ ＥＭＳ を 経 営 管 理 の 手 段 と し て 管 理 体 制 の 充 実・ 経 営 資 源 の 効 率 的 運 用 が 図 れ 乱 Ｏ

１１ 資 金調 達 に お い て 有 利 に 働 く。 Ｏ

１２ ＰＤＣＡ サイ ク ル に お い て 業 務 継 承 の 合 理 化、 目 的・ 目 標 管 理 の 改 善 が 図 れ る。 ◎

１３ ＥＭＳ 運用 の 過 程 を 通 じ て・ 経 費 削 減 ・ コ ス ト ダウ ン
が 図 れ 糺 Ｏ

１４ 従 業員 の 教育、 又、 意 識 改 革 に 役 立 ち、 職 場 の 活 性 化 が図 れ る。 ○

（中 小 企 業 の 観 点 か ら 東 洋 ス ク リ ー ン エ 業 と して）



４４ 社 会 関 連会 計 研 究 第 １０ 号

規模の企業が認証を取 得しよう とする際の判断の参考となる様 に作 成した診断シートである。

このシートに示され た 「チェ ック 項目」 に・ 中小企業が困難な状 況の 中でも認証取得へ向け

た 活 動 を 実 施 す る こ と の 意 義 の 全 て が 尽 く さ れ て い る と い っ て も 過 言 で は な い。 す な わ ち、

「企業の 社会 的責任」 という建前の問題 もさる ことながら、
「業務継承の合理化」 や 「目標管

理」、「従業員の教育」、
「管理体 制の充実・合理化」 といった、 中小

企業 では、 手
を着 げればよ

い と わ か っ て い て な か な か 踏 み 切 れ な い こ と を、 こ
れ を 機 に 一 挙 に 実 施 で き る と い う 意 義 を

持 っ て い る。 い わ ば、 企 業 の 体 質 改 善 を、 「環 境 に 優 し い 企 業 へ の 転 換」 と い う、 従 業 員 に

とって も受け入 れやす い動機付 けで実 施可能 にすると いう、 中小 企業に とって は滅多と無 い

チ ャ ン ス が 作 り 出 せ る と い う こ と が 言 え る。 し か も、 こ れ を、 認 証 取 得 と い う 明 確 な
ゴ ー ル を

持って実施するという期限を切った 作業 とす るのであるから、 極めて有効な方法といえる だろ

つ ｏ

経 営 者 が 企 業 体 質 の 改 善 を 考 え、 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム 導 入 の メ リ ッ ト を フ ル に 生 か し

き ろ う と 考 え る な ら、 導 入 の 道 が 開 け る と 考 え ら れ る。

３． 中小製造業でのＩＳＯ 認証取得事例

３－１ 認証取得へ の道 程

ＩＳＯ１４００１の認証取得 を目指して、 金属加工業 「東洋スクリー ンエ業株式会社」 （以下、 丁

社 と 略 記） が、 同 社 奈 良 工 場 を 対 象 と し て、 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム を 導 入 し、 ９７ 年 １０ 月

に 認 証 を 取 得 し た。 こ の 事 例 に つ い て、 少 し 詳 細 に 報 告 す る。

① 導入の経緯

丁 社 は・ 社長の強い意志により環境マネ
ジメ ントシステムを導入した企業運営を決定 し

た。 丁 社の社長は、 前述の表１に示 したよう に、 認証 取得を企業の体質改善
を含めた企業

運 営の 転機として利用することを決意 し、 ま ず幹 部社 員に対
し意識の変革を求め、 社長の

強 い リ ー ダ ー シ ッ プ の 下 に 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 導 入 を 開 始 し た。

丁 社 は、 生産部門の
主力工場である奈良工場 （従業 員約 ４０名） を対象サイ トに選 定し、

導入作 業を総括する部長級１名と・ 導入作業の専 任ス タッ フとして奈良工場所属の入社１

～ ２年 目の若い男女社員各１名を指名 して作業を実施 し、 当セ ンターは導入作業のコ ンサ

ル テ ィ ン グ を 担 当 し た。

② 導入 の手 順

導入作業 は図４に示すような手順に従って・ 丁 社の製造 工程 や作業内容のプロセス分析

を 実 施 し・ 作 業 プ ロ セ ス ご と の 環 境 影 響 を 詳 細 に 洗 い 出 し・ 丁 社 独 自 の 環 境 ク ラ イ テ リ ア

を設定 して 環境 影響の度合いを点数評価 し、 環境面で解決すべ き主 要課題ほど高い点数と

して把握でき るよう にした。 そ の点数評価 に基
づき 丁 社と しての環 境目的・ 目標、 行動
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区 分 目 的 対 象 手 法 等

予 備 調 査 自 社 の 現 状 調 査 環 境 影 響 項 目 書 類 点検 ・ イ ン タヒ ュ ー

業 務 ブ ロ セ ス 等 プロ セ ス 分 析 ・ 自 己評 価

方 針 策 定 基 本 方 針 の 確 立 環境マネジメ ントシステム 予 備 調 査 の 点 検 ・ 補 足

の 構 成 要 素 別 の 基 本 要 件 ブ レ ー ンス ト ー ミ ン グ・ ＫＪ 法

経 営 者 と 現 場 の 二 一 ズ 等

基 本 構 想 環 境 マ ネ ジメ ン ト シス テム 構 成 要 素 別 の 詳 細 な 内 フ ロ ー シ ー ト・ 各 基 準 作成

の 要 素 別 に基 準 を設 定 容 と 基 準 帳 票 様 式 作 成 ・ 既 存 規 定類

現 行 の 組 織 ・ 社 内 手 続 見 直 し と 新 規 規 定 ・ マ ニュ

と の 整 合 性 ア ル の 列 挙 等

手 続 策 定 情 報 シ ス テ ム 構 築 情 報 シス テ ム・書 類管 理 帳 票 の 確 定 ・ シス テ ム 設 計

規 定 ・ マ ニ ュ ア ル 作 成 規 定・各 マ ニ ュ ア ル 作 成 等

導 入 ・ 教 育 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 環 境マ ネ ジメ ント シス テ ム 集 合 教 育 ・ 個 別 教 育 等

の 定 着 化 と 従 業 員 全 体

評 価 環 境 マ ネ ジメ ン ト シ ス テ ム 環境マネジメ ントシステム 担 当 組 織 （者） によ る 自 己

定 着 化 へ の 課 題 発 見 全 体 評 価 ・ 環 境 監 査

図 ４ 丁 社 が 実 施 し た 導 入 作 業 の 基 本 的 な 流 れ

計画 を策定し、 これら
を踏まえて奈良工場と しての環 境方針を設定した。

さ ら に、 専 任 ス タ ッ フ
が 中 心 と な っ て、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム を 担 保 す る 諸 文 書 類

を１順次策 定した。 文 書策定の 工程 では、 若い担 当者が 社内規定 類の作 成に習 熟 して いな

か っ た た め、 作 成 に
思 っ た よ り 時 間 が か か る 等、 彼 等 は 随 分 と 苦 労 を し た が、 そ の 過 程 で

現場 の熟練作業者とのやりとりを通 して、 現場サイ ドの声 を反映さ せた実態のある
ものが

で き 上 が っ た。

③ 導入の効果例

丁 社では、 予備調査段階で各工程の主任・班長 を交 えて詳細
な聴き取りを行い、 作業 プ

ロセ ス分析を実施したところ、 工程の合理化や業務の 改善 につ
ながる事項が数多く発見さ

れたので、 工程や作業の合理化、 見直 しも並行 して進
められた。 その結果、 従来仕掛かり

品 の 作 業 場 所 間 の 移 動 が 頻 繁 に 行 わ れ、 作 業 効 率 の ロ ス
が 発 生 す る と と も に、 フ ォ ー ク リ

フ ト や ク レ ー ン が 頻 繁 に 使 用 さ れ て い た も の が、 生 産 ラ イ ン の 直 線 化 が 可 能 と な り、 ス

ペースの大幅な合理化と、 仕掛
かり品の移動距離 の短 縮が達成され、 生産ライ ンで使用 し

ていた建屋のうち１棟が完全に他の用途 へ転用可 能となった。

この例 などは、 ともすれ
ぱ、 熟練 した作業者 が変化を嫌って、 従来の方法に固執 してい

た も の が、 「環 境 に 良 い
生 産 工 程 と し よ う」 と い う 動 機 づ け に よ っ て、 ラ イ ン の 整 理 に 応

じ た こ と が、 合 理 化 の
実 現 に 寄 与 し た と 言 え る。
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こう した業務改善とも直結する点が、 中 小企業における環境マネ ジメ ント システム導入

の利点 であり、 中小製造業では、 従来、
と もす れば熟練作業員の経験等に頼りがちで、 見

直 しが行わ れてこなかった作業 プロセス等の再 点検をする強い契機となることが確認され

た
。

また 丁 社では・ 「環境方針」 の策定 に伴っ て・ 大 手企業等の納入先に対しても自社の環

境保全への取り 組みと考え方を説明 し、 「環境」 をキ ーワー ドとした提案型営業を積極的

に 進 め る こ と に し た。

もう一方で、 生産 工程においては、 数値目標を含 めた 「環境行動計画」 に則り、 例えば

従来か ら購入 してい る主 材料の見直しを進め、 環境負荷 の高 い塩素系有機溶剤による脱脂

作業の不要な主材料 への転換を検討し・ 製造メ ーカーと 協議を開始し れ

さらに、 導入後に は、 職場全体の雰囲気と して、 従業員の 士気の向上が明確に見て取れ、

職場全体の雰囲気が以前 と比較して明るくなった、 という感 想が得られている。

④ 導入成功の要因

丁 社 で 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 導 入 が ス ム ー ズ に 進 行 し た 要 因 と し て は・

・経営者の姿勢； 経 営トップの導入に対する確固たる方 針

・意 思 統 一； 作 業開始時点に、 奈良工場の全従業員 への詳細な説明の実施

・参 加 型； 各工程の班 長等 の予備調 査作業 への大 幅な参加 と、 専任 スタッフ が

若いため・ 年長 の従業員も意見表明が容易であったこと

・ 情 報 の 提 供 ； コ ン サ ル テ ィ ン グ 担 当 者 （当 セ ン タ ー） と の 頻 繁 な 情 報 交 換

等 が挙 げられる。 この中でも・ 当 然な がら 「経営者の姿勢」 が最 も有効に働い たと 考え られる

が・ 「全員参加型」 で実施 したことが、 そ の後の各種の改善には有効に働いて いた ことも見逃

し て は な ら な い だ ろ う。

３－２ 認証取得 に要 する 費用

中小 企業がＩＳＯ１４００１の認証取得を行う場合の費用 につ いて考える。 取得に要する費用 は、

外 部流 出費用 と内部費用とに分け られる。

① 外部流出費用

外部 流出費用 は、 導入過程での外部コ ンサ ルタントに要する費用と、 認証取得のた
めの

審査費用 とに分かれる。

・ 外 部 コ ン サ ル タ ン ト 費 用 の 例

外部 コンサルタントに指導を依頼する場 合は、 依 頼する企業の側の体制と考え方に

よって 大きく 左右さ れる可能性がある。

ここ で例 として示すものは・ １名のコ ンサ ルタ ントが開始時の説明会から文書作成
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の最後ま で、 平均 ２回／月 企業 を訪問 して指導 する とと もに、 企業 の担当者 が作成

し た 成 果 品 を、 企 業 訪 問 時 の 事 前 に 入 手 し チ ェ ッ ク し て 行 く と い う 方 法 で、 １２ ヵ 月

間かかって全ての導入作業を終了させ ることを前提に行った試算である。

基 礎 的 費 用 （ノ ウ ハ ウ 提 供 料 ・ 説 明 会 費 用 等） 約 ２
，
ＯＯＯ
，
ＯＯＯ
．
一

現 地 指 導 人 件 費 （時 間単 価 × 指 導 時 間 ／ 回 × 合 計 ２４ 回 訪 問） 約 １，５００，ＯＯＯ．一

作 業 点 検 人 件 費 （現 地 指 導 人件 賓 の ７０％ と す る） 約 １，０５０，Ｏ００．一

移 動 時 間 経 費 （現 地 指 導 人件 賓 の ５０％ と す る） 約 ７５０，ＯＯＯ．一

交 通 費 （通 常 は 実 費、 便 宜 上 片 道 ５ 千 円 の ２４ 回 訪 問 とす る） ２４０，ＯＯＯ．一

合 計 約 ５，５４０．Ｏ００．一

こ の よ う に、 外 部 コ ン サ ル タ ン ト に 支 払 う 経 費 は、 ５００ ～ ６００ 万 円 は 必 要 と 考 え ら

れ る。 こ れ が、 企 業 の 側 の 体 制 に よ っ て は、 さ ら に コ ン サ ル テ ィ ン グ 回 数 を 増 加 さ せ

な いと作業が進捗しないとなれば、 こ れを 上回ることになり、 逆に企業の担当者の努

力 によ ってこの経費を軽減させること も可能で あ 孔

・認証取 得義 査費用の考え方

認証 取得のための審査は、 審査機関の考え方 により必要な費用に相違が生 じる。 中

小企業 であ るから、 現地での視認作業 は大企業 の工場ほどの労力を必要と しないだろ

うか ら、 そ の部分の審査員の人件費は軽減される だろうが、 規定文書類の審査は大企

業 と同 様の 審査となるため、 その部分 は中小企 業だからといって軽減されること はな

い
。

さ ら に、 審 査 機 関 に よ っ て も 異 な る が、 い き な り 本 審 査 を 受 け る よ り は、 予 備 蕃 査

を実施 して もらって、 不備な点を事前に指摘を受 けておく 方が無難であるので、 その

方 法を採れ ば、 そ れも当然費用が発生する。

ただ し、 審査機関といえども事業と して行ってい る以 上審査費用は一定ではないの

で、 ２個所 以上 の審査機関に見積もりを依頼 して、 合理的な 価格を知ることは大切で

あ る
。

現在、 予備審 査一 本審査という方法で審査を受け る場 合、 中小企業の場合では平均

的 に ２ 百 万 円 程 度 と い わ れ て い る。 し か し・ こ の 価 格 も・ 交 通 費 や 移 動 時 間 の 多 少・

宿泊の必要性の 有無な どでかなり差が出る可能性があ 孔

② 内部費用

内部費用と して は・ 担 当者 にかかる人件費並 びにその間接経費・ 担 当者以外の管理職及

び従業員が作業に協力す るこ とによって発生する人件費とそ の間接費、 時には時間外での

作 業 と な る こ と も あ る の で、 そ の 場 合 に は、 さ ら に 時 間 外 手 当 を も 含 む こ と が あ る。

・専従的担当者の人件 費及 び間接費

中小 企業の例 として 丁 社でと られた統計 をべ一 スに考え ると、 専従 と して 担当し

た２名と、 その統括 とな った管理職１名にっいて、 概略次のような 作業負荷が発生し
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た
。

管理職 １名 １２ヵ月 間の実働時 間の ３０％ 程度の拘束 （日報 の集 計概 略値）

担当 者 ２名 １２ヵ月 間の実働時 間の ５０％ 程度の拘束 （同上）

こ れより、 そ の企業の賃金体系や、 福利厚生費、 保険 ・年 金等各種公的にかかる間

接経費・ コ ン
ピュ ータの占有時間や事務所の使用にかか る間接経 費等をどのように組

み入 れる かによっ て異なるが、 管理職が担当者の２倍程 度の 費用 がかかるものとして

考え れば、 担当者で
ある従業員の１年 間に要す る一 切の費用 の１．５～２倍程度の内部

経費が発生する と考えられる。 これを、 極めて粗雑かっ単純 に考えれば、 若い担当者

にかかる費用 が年 間５００万円とすれぱ・ ８００万円程度の内部費用と 考え られる。

・導入作業に他 の従 業員 が協力する場合の人件費及 び間接 費

作 業 プ ロ セ ス の 分 析 の た め の 聞 き 取 り 調 査 や、 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト プ ロ グ ラ ム 策 定 の

ための改善方策の 検討会に、 工場長や管
理職、 さ らに

現場の係長 ・主任ク ラスが出席

することによる人 件費 及び間接経費が発生する。 さ らに、 職 場集 会的に全員参加して

デ ィ ス カ ッ シ ョ ン を 行 っ た 場 合 も あ り、 こ れ を 計 算 に 入 れ、 丁 社 の 統 計 に 基 づ い て 勘

案すると次のような作 業負 荷が見込まれる。

平均１人当たり延 べ約２０時間の拘束 （日報での集計の概略値）

ただ し・ 工場長・係 長・
主任級は会議参加への負荷が大きく・ 一般 従業員のそれは

小さいので、 賃
金 等の相 違を加味した加重平均とする必要がある。 丁 社の場合、 奈良

工場 の従業員 約４０名 で概略延 べ１，
Ｏ００時間分 の作業 負荷が発 生し、 こ れに要する 人

件費と間接費 が、 協力 のた
めの内部経費と して算定された。 中小 製造 業での現状の年

間 実 労 働 時 間 が ２，ＯＯＯ 時 問 程 度 で
あ る か ら、 約 Ｏ．５ 人 ・ 年 の 経 費 が 発 生 す る と 見 込 ま

れ る
。

これを・ 前項同 様に単純
な金額換算をすれば・ 約３００万円 程度 が見込ま れる。

・内部経費の総 括

以上のよう に・ 内部経費は、 担当者と協力者を一切合計す れば２人 ・年程度の作業

負 荷 に な り、 金 額 は 企 業 に よ っ て 異 な る も の の、 い ず れ に し て も、 １，ＯＯＯ 万 円 レ
ベ ル

の人件費・間接経 費が必要となる。

③ 認証取得に要する費用

以 上 に 述 べ た よ う に、 中 小 企 業 が ＩＳＯ の 認 証 を 取 得 し よ う と す る 場 合、 外 部 コ ン サ
ル

タ ントの指導を受 ける 費用 と、 審査機関の審査費用、 さ らに は、 企業内部の従業員
がその

た め に 作 業 す る こ と に よ る 内 部 費 用 を 合 算 す れ ば、 少 な く と も １，５００ ～ ２，ＯＯＯ 万 円 程 度 の

経費をかけた事業 とな るわ けである。

さ ら に、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 導 入 の 結 果 と し て、 環 境 保 全 設 備 の 改 善 の
た め の 投

資や、 従業員教育のた めの経費が発生すること も考慮 し
なけ れぱな らない。
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お わ り に

本稿を終えるにあたって・ 中小企業が環境マネ ジメ ントシステムの導入を図る場合の課題 と

利 点 を、 再 度 述
べ て 結 ぴ に 変 え た い。

本稿で示したように、 導入にかかる経費と労力 は、 中小企業にとって決 して小さな負担で は

な い。 ま た、 導入を決意した経営者は、 幹部を はじめ 従業員への意識の植え付けを十分に行わ

ない と、 全員の協力が得られず、 作業負荷も小さくな いために途中で担当者が疲労 して しまう、

と い う こ と も 起 こ り 得 る。

しかし、 いったんある程度の意思統一ができた上で導入 と取り組みはじめたなら、 全員参加

による作 業改善への動機付けが明確となり、 それによって生 じる士気の向上や作業改善への自

発的取り組み 等が、 かなり 顕著に現れてくることが判明 した。

全ての企業 に適 応可能だとは断言できないが、 中小企業経営 者にとって、 自社の経営管理や

マーケティ ング戦 略の ツー ルとしての利用が可能であり・ 企業 体質 改善に踏み切るきっかけと

して も利用できる 点、 そ して当然のことだが、 自社の環境負荷 の改 善により 経営リスクが減少

す る と い う こ と も 含 め、 有 効 な 手 段 だ と 考 え る。


